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― ―458

平成 29 年度市川市病院事業決算報告書

(1)　収益的収入及び支出

　収　　入

区 分

　　　　　予　　　　　　　　　　　　　算　 額

決 算 額
予算額に比べ

決算額の増減
備 考

当初予算額 補正予算額
地方公営企業法第 24 条
第 3 項の規定による支
出額に係る財源充当額

合 計

円 円 円 円 円 円

第 1款　病院事業収益 1,767,000,000 △ 71,114,000 1,695,886,000 1,627,726,879 △ 68,159,121

　第 1項　医　業　収　益 1,102,844,000 △ 251,795,000 851,049,000 869,794,805 18,745,805 ( うち、仮受消費税及び地方消費税　1,405,507 円）

　第 2項　医 業 外 収 益 664,155,000 180,681,000 844,836,000 757,655,076 △ 87,180,924 ( うち、仮受消費税及び地方消費税　　583,221 円）

　第 3項　特　別　利　益 1,000 1,000 276,998 275,998

　支　　出

区 分

　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　　算　 額

決 算 額

地方公営
企業法第
26 条 第 2
項の規定
に よ る
繰 越 額

不 用 額 備 考
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 予 備 費

支 出 額
流 用
増 減 額

地方公営企
業法第24条
第 3 項 の
規定による
支 出 額

小 計

地方公営企
業法第26条
第 2 項 の
規定による
繰 越 額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

第 1款　病院事業費用 1,767,000,000 △ 71,114,000 1,695,886,000 1,695,886,000 1,627,428,792 68,457,208

　第 1 項　医 業 費 用 1,708,954,000 △ 71,114,000 △ 14,840,951 1,622,999,049 1,622,999,049 1,560,136,428 62,862,621

　第 2項　医業外費用 56,546,000 56,546,000 56,546,000 52,349,019 4,196,981

　第 3 項　特 別 損 失 500,000 14,840,951 15,340,951 15,340,951 14,943,345 397,606

　第 4項　予　備　費 1,000,000 1,000,000 1,000,000 0 1,000,000
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区 分

　　　　　予　　　　　　　　　　　　　算　 額

決 算 額
予算額に比べ

決算額の増減
備 考

当初予算額 補正予算額
地方公営企業法第 24 条
第 3 項の規定による支
出額に係る財源充当額

合 計

円 円 円 円 円 円

第 1款　病院事業収益 1,767,000,000 △ 71,114,000 1,695,886,000 1,627,726,879 △ 68,159,121

　第 1項　医　業　収　益 1,102,844,000 △ 251,795,000 851,049,000 869,794,805 18,745,805 ( うち、仮受消費税及び地方消費税　1,405,507 円）

　第 2項　医 業 外 収 益 664,155,000 180,681,000 844,836,000 757,655,076 △ 87,180,924 ( うち、仮受消費税及び地方消費税　　583,221 円）

　第 3項　特　別　利　益 1,000 1,000 276,998 275,998

区 分

　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　　算　 額

決 算 額

地方公営
企業法第
26 条 第 2
項の規定
に よ る
繰 越 額

不 用 額 備 考
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 予 備 費

支 出 額
流 用
増 減 額

地方公営企
業法第24条
第 3 項 の
規定による
支 出 額

小 計

地方公営企
業法第26条
第 2 項 の
規定による
繰 越 額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

第 1款　病院事業費用 1,767,000,000 △ 71,114,000 1,695,886,000 1,695,886,000 1,627,428,792 68,457,208

　第 1項　医 業 費 用 1,708,954,000 △ 71,114,000 △ 14,840,951 1,622,999,049 1,622,999,049 1,560,136,428 62,862,621

　第 2項　医業外費用 56,546,000 56,546,000 56,546,000 52,349,019 4,196,981

　第 3項　特 別 損 失 500,000 14,840,951 15,340,951 15,340,951 14,943,345 397,606

　第 4項　予　備　費 1,000,000 1,000,000 1,000,000 0 1,000,000

 うち、仮払消費税
 及び地方消費税
　 21,490,244円

 うち、仮払消費税
 及び地方消費税
　　　　　683円
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(2)　資本的収入及び支出

　収　　入

　な　　し

区 分

　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　　算　 額

決 算 額

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 備 考
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

流 用

増減額
小 計

地 方 公 営
企 業 法 第
26 条 の
規定による
繰 越 額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

合 計

地 方 公 営
企 業 法 第
2 6 条 の
規定による
繰 越 額

継続費
逓 次
繰越額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

第 1款　資本的支出 225,000,000 225,000,000 225,000,000 222,252,059 2,747,941

　第 1項　建設改良費 72,779,000 72,779,000 72,779,000 70,031,245 2,747,755

　第 2項　企業債償還金 152,221,000 152,221,000 152,221,000 152,220,814 186

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 222,252,059 円は、過年度分損益勘定留保資金 219,498,246 円
及び過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 2,753,813 円で補てんした。

　支　　出
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区 分

　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　　算　 額

決 算 額

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 備 考
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

流 用

増減額
小 計

地 方 公 営
企 業 法 第
26 条 の
規定による
繰 越 額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

合 計

地 方 公 営
企 業 法 第
2 6 条 の
規定による
繰 越 額

継続費
逓 次
繰越額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

第 1款　資本的支出 225,000,000 225,000,000 225,000,000 222,252,059 2,747,941

　第 1項　建設改良費 72,779,000 72,779,000 72,779,000 70,031,245 2,747,755

　第 2項　企業債償還金 152,221,000 152,221,000 152,221,000 152,220,814 186

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 222,252,059 円は、過年度分損益勘定留保資金 219,498,246 円
及び過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 2,753,813 円で補てんした。

 うち、仮払消費税
 及び地方消費税
　　5,101,885円
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注　記　事　項

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

　1．資産の評価基準及び評価方法

　　 　たな卸資産の評価は、個別法による原価法に基づいています。

　2．固定資産の減価償却の方法

　　 　（1）有形固定資産及び無形固定資産の減価償却は、定額法によっています。

　　 　（2）リース取引開始日が平成 26 年３月 31 日以前のリース取引については、引き続き通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

　3．引当金の計上方法

　　 　（1）退職給付引当金

　　 　　　職員の退職手当の支給に備えるため、簡便法（当該事業年度の末日において全企業職員（同

日における退職者を除く）が自己都合により退職するものと仮定した場合に支給すべき退

職手当の総額による方法をいう。）により、退職手当の期末要支給額に相当する金額を計

上しています。

　　 　（2）賞与引当金及び法定福利費引当金

　　 　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末に

おける支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12 月から３月までの４カ

月分）を計上しています。

　　 　（3）貸倒引当金

　　 　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上して

います。

　　 　　　なお、貸倒実績率については、不納欠損処理をしていない債権のうち、3 年経過した債権

を貸倒処理額とみなして算出しています。

　4．消費税等の会計処理

　　 　消費税及び地方消費税は、税抜方式によっています。

Ⅱ その他の注記

　1．退職給付引当金の取崩し

　　 　平成 29 年度において、退職手当として 16,456,194 円を支給することとなったため、退職給付

引当金 16,456,194 円を取り崩しました。

　2．事業譲渡に伴う特別損失

　　 　平成 29 年度において、職制の改廃に伴う早期退職手当として 14,840,951 円を支給しました。
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平成 29 年度市川市病院事業損益計算書

（平成 29 年４月１日から平成 30 年３月 31 日まで）

１　医 業 収 益 (単位：円 )

　(１) 入 院 収 益 743,488,165
　(２) 外 来 収 益 107,484,539
　(３) その他医業収益 17,416,594 868,389,298

２　医 業 費 用

　(１) 給　与　費 891,197,928
　(２) 材　料　費 68,257,442
　(３) 経　　　費 435,634,955
　(４) 減価償却費 139,942,338
　(５) 資産減耗費 1,025,711
　(６) 研究研修費 2,587,810 1,538,646,184
　　医 業 損 失 670,256,886

３　医業外収益

　(１) 受取利息配当金 1,203,648
　(２) 負担金交付金 721,414,062
　(３) 長期前受金戻入 16,919,648
　(４) その他医業外収益 17,534,665 757,072,023

４　医業外費用

　(１) 支払利息及び企業債取扱諸費 40,695,620
　(２) 消費税及び地方消費税 1,384,800
　(３) 雑　支　出 30,069,053 72,149,473 684,922,550
　　経 常 利 益 14,665,664

５　特 別 利 益

　(１) 過年度損益修正益 276,308
　(２) 貸倒引当金戻入 690 276,998

６　特 別 損 失

　(１) 過年度損益修正損 101,711
　(２) その他特別損失 14,840,951 14,942,662 △ 14,665,664
　　当年度純利益 0
　　前年度繰越利益剰余金 0
　　その他の未処分利益剰余金変動額 0
　　当年度未処分利益剰余金 0
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平成 29 年度市川市病院事業剰余金計算書

（平成 29 年４月１日から平成 30 年３月 31 日まで）

平成 29 年度市川市病院事業剰余金処分計算書

（単位：円）

資　本　金

剰　余　金

資本合計資本剰余金 利益剰余金

補助金 資本剰余金合計 未処分利益剰余金 利益剰余金合計

前年度末残高 3,248,952,083 24,022,509 24,022,509 0 0 3,272,974,592

前年度処分額 0 0 0 0 0 0

議会の議決による処分額 0 0 0 0 0 0

処分後残高 3,248,952,083 24,022,509 24,022,509
（繰越利益剰余金）

0 0 3,272,974,592

当年度変動額 0 0 0 0 0 0

当年度純利益 0 0 0 0 0 0

当年度末残高 3,248,952,083 24,022,509 24,022,509
（当年度未処分利益剰余金）

0 0 3,272,974,592

（単位：円）

資　本　金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高 3,248,952,083 24,022,509 0

議会の議決による処分額 0 0 0

処分後残高 3,248,952,083 24,022,509
（繰越利益剰余金）

0
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（単位：円）

資　本　金

剰　余　金

資本合計資本剰余金 利益剰余金

補助金 資本剰余金合計 未処分利益剰余金 利益剰余金合計

前年度末残高 3,248,952,083 24,022,509 24,022,509 0 0 3,272,974,592

前年度処分額 0 0 0 0 0 0

議会の議決による処分額 0 0 0 0 0 0

処分後残高 3,248,952,083 24,022,509 24,022,509
（繰越利益剰余金）

0 0 3,272,974,592

当年度変動額 0 0 0 0 0 0

当年度純利益 0 0 0 0 0 0

当年度末残高 3,248,952,083 24,022,509 24,022,509
（当年度未処分利益剰余金）

0 0 3,272,974,592
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平成 29 年度市川市病院事業貸借対照表

　（平成 30 年３月 31 日）

(単位：円 )

資　産　の　部

１　固 定 資 産

　(１) 有形固定資産

　　ア 建　　　　　物 7,223,157,971

　　　 減価償却累計額 △ 4,012,435,360 3,210,722,611

　　イ 構　　築　　物 126,321,916

　　　 減価償却累計額 △ 120,005,822 6,316,094

　　ウ 器　械　備　品 655,366,819

　　　 減価償却累計額 △ 537,886,115 117,480,704

　　エ 車　　　　　両 1,947,595

　　　 減価償却累計額 △ 1,163,209 784,386

　　オ その他有形固定資産 80,477,520

　　　有形固定資産合計 3,415,781,315

　(２) 無形固定資産

　　ア 電 話 加 入 権 673,322

　　イ その他無形固定資産 19,013,505

　　　無形固定資産合計 19,686,827

　(３) 投資その他の資産

　　ア 破産更生債権等 7,185,181

　　  貸 倒 引 当 金 △ 7,185,181

　　イ そ の 他 投 資 8,680

　　　投資その他の資産合計 8,680

　　　固定資産合計 3,435,476,822

２　流 動 資 産

　(１) 現 金 預 金 1,991,417,616

　(２) 未　 収　 金 287,886,001  

　　 貸 倒 引 当 金 △ 1,548,083 286,337,918

　(３) 貯　 蔵　 品 11,144,592  

　(４) その他流動資産 5,408,789

　　　流動資産合計 2,294,308,915

　　　資産合計 5,729,785,737
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負　債　の　部
３　固 定 負 債

　(１) 企　業　債

　　ア 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,496,028,754

　　　企業債合計 1,496,028,754

　(２) 引　当　金

　　ア 退職給付引当金 255,400,477

　　　引当金合計 255,400,477

　　　固定負債合計 1,751,429,231

４　流 動 負 債

　(１) 企　業　債

　　ア 建設改良費等の財源に充てるための企業債 155,781,212

　　　企業債合計 155,781,212

　(２) 未　払　金 155,203,771

　(３) 引　当　金

　　ア 賞 与 引 当 金 46,969,374

　　イ 法定福利費引当金 8,666,439

　　　引当金合計 55,635,813

　　　流動負債合計 366,620,796

５　繰 延 収 益

　(１) 長期前受金

　　ア 補助金長期前受金 827,463,620

　　イ 受贈財産評価額長期前受金 10,121,820

　　　長期前受金合計 837,585,440

　(２) 長期前受金収益化累計額

　　ア 補助金長期前受金収益化累計額 △ 494,197,559

　　イ 受贈財産評価額長期前受金収益化累計額 △ 4,626,763

　　　収益化累計額 △ 498,824,322

　　　繰延収益合計 338,761,118

　　　負債合計 2,456,811,145

　

資　本　の　部
６　資　本　金 3,248,952,083

７　剰　余　金

　(１) 資本剰余金

　　ア 補 助 金 24,022,509

　　　資本剰余金合計 24,022,509

　　　剰余金合計 24,022,509

　　　資本合計 3,272,974,592

　　　負債資本合計 5,729,785,737
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病院事業会計決算附属書類
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平成 29 年度市川市病院事業報告書

1　概　　況
　（1）　総括事項
　　　平成 29 年度は、前年度２月、３月に入院診療を一時的に中止したことから、入院患者数がゼロからの

開始となりました。また、入院料においても一般病棟特別入院基本料からの再開となりましたが、６ヶ月
間のリハビリテーションの実績を作り 10 月から回復期リハビリテーション病棟入院料１を取得しました。
平成 28 年４月の診療報酬改定以降、回復期リハビリテーション病棟入院料においては「質」の評価基準
が設けられたことから、収益の確保に向けてリハビリテーションの提供単位数とあわせて機能的自立度評
価（FIM）の運動項目点数の把握を行うなど、各部門が連携を取りながら取組んできました。

　　　また、地域医療の点では４月から新たに地域医療連携室を立ち上げ、入院患者の速やかな受け入れと、
在院日数の調整等にも重点的に取組んできた結果、１日当りの平均入院患者数は 11 月には 80 人を超え、
年度末には、90 人を超える状況となりました。今後も基本理念である、「市川市に寝たきりの人をつくら
ない」に基づき、地域に密着した回復期リハビリテーション専門病院として患者一人ひとりに満足いただ
ける医療サービスを提供していきます。

　　　平成 29 年度の患者状況と収支状況を前年度と比較しますと、入院収益につきましては、延入院患者数
が 11,632 人増加したことで 338,565 千円（83.6％）の増収となりました。

　　　また、外来収益につきましては、延外来患者数が 1,340 人減少したことで、15,073 千円（12.3％）の
減収となり、医業収益全体では、315,875 千円（57.2％）の増収となりました。一方、費用につきましては、
構成比で約 55％を占める給与費において 113,344 千円（11.3％）減少しました。また、経費では 170,616
千円（64.4％）の増加となったことで、医業費用全体では 44,268 千円（3.0％）前年度実績を上回りました。

　　　この結果、医業における収支につきましては、入院収益の大幅な増加により、前年度に比べ改善するこ
とができました。

　ア　患者利用状況
　　　延入院患者数 23,009 人（１日平均 63.4 人）、延外来患者数 12,833 人（１日平均 52.6 人）でした。前

年度と比較し、１日平均の患者数は、入院が 26.2 人の増加、外来は 5.7 人の減少となりました。なお、
病床利用率は、63.4％で前年度に比べ 26.2 ポイントの増となりました。

　イ　経営状況
　　　総収益は、1,625,738 千円、うち医業収益は、868,389 千円で対前年度比 57.2％の増となりました。総

費用は、1,625,738 千円で、うち医業費用は、1,538,646 千円で対前年度比 3.0％の増となりました。こ
の結果、一般会計負担金は、721,414 千円となり前年度と比較して 56,668 千円（7.3％）の減額となりま
した。

　
　(2)　議会議決事項

議 案 番 号 件 名 提 出 年 月 日 議 決 年 月 日

認定第１号 平成28年度市川市一般会計、特別会計及び
公営企業会計決算の認定について 平成29年９月８日 平成29年10月２日

第35号 平成29年度市川市病院事業会計補正予算
（第１号） 平成29年９月８日 平成29年10月２日

第78号 平成29年度市川市病院事業会計補正予算
（第２号） 平成30年２月26日 平成30年３月15日

第83号 平成30年度市川市病院事業会計予算 平成30年２月26日 平成30年３月15日

　
　(3)　行政官庁認可事項
　
　　該当事項なし
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(4)　職員に関する事項

職 種 別 平成29年度末職員数 平成28年度末職員数 差　引　増　減　数

医　
　
　
　
　
　
　

師

リハビリテーション科 人 人 人

整 形 外 科

内 科 ・ 消 化 器 科

歯 科

小 計

医　
　

療　
　

技　
　

術　
　

職　
　

員

放 射 線 技 師

臨 床 検 査 技 師

薬 剤 師

理 学 療 法 士

作 業 療 法 士

言 語 聴 覚 士

臨 床 心 理 士

歯 科 衛 生 士

管 理 栄 養 士

小 計

職
員

看
護 看 護 師

事　

務　

職　

員

事 務 員

相 談 員

小 計

合 計

0 2 △  2

1 1 0

1 1 0

1 1 0

3 5 △  2

2 2 0

2 2 0

2 2 0

2 7 2 8 △  1

1 1 1 4 △  3

3 3 0

1 1 0

1 1 0

1 1 0

5 0 5 4 △  4

3 2 3 8 △  6

9 9 0

1 2 △  1

1 0 1 1 △  1

9 5 1 0 8 △  1 3
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２　工　　事

　

　(1)　建設工事の概況

　

　　該当工事なし

　

　(2)　改良工事の概況

　

工事名 工事内容 工事費 着工年月日 竣工年月日 備　考

市 川 市 保 健 医 療
福祉センター空気
調和設備改修工事

空 気 調 和 設 備 の
改修 45,139,486円 平成29年８月29日 平成30年３月26日

　

　(3)　保存工事の概況（１件 50 万円以上）

工事名 工事内容 工事費 着工年月日 竣工年月日 備　考

市 川 市 保 健 医 療
福祉センターＡＣ
コイル漏水修繕

Ａ Ｃ コ イ ル 漏 水
修繕 2,358,774円 平成29年10月１日 平成30年３月９日

市 川 市 保 健 医 療
福 祉 セ ン タ ー 内
エ レ ベ ー タ 部 品
交換修繕

エ レ ベ ー タ 部 品
交換修繕 6,437,201円 平成29年12月12日 平成30年３月９日
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３　業　　務

　(1)　業　務　量

　　ア　入院患者数

区　　　分
平　成　29　年　度 平　成　28　年　度 前 年 度 比 較

延患者数 １日平均 利用割合 延患者数 １日平均 利用割合 延患者数 １日平均

人 人 ％ 人 人 ％ 人 人

リ ハ ビ リ
テ ー シ ョ ン 科 12,657 34.9 55.0 5,666 18.5 49.8 6,991 16.4

整 形 外 科 7,248 20.0 31.5 5,711 18.7 50.2 1,537 1.3

内 科 ・ 消 化 器 科 3,104 8.5 13.5 0 0 0 3,104 8.5

合　　　　　計 23,009 63.4 100 11,377 37.2 100 11,632 26.2

診 療 日 数 363 日 306 日 57 日

　　イ　外来患者数

区　　　分
平　成　29　年　度 平　成　28　年　度 前 年 度 比 較

延患者数 １日平均 利用割合 延患者数 １日平均 利用割合 延患者数 １日平均

人 人 ％ 人 人 ％ 人 人

リ ハ ビ リ
テ ー シ ョ ン 科 1,331 5.4 10.4 2,789 11.5 19.7 △ 1,458 △ 6.1

整 形 外 科 7,090 29.1 55.2 7,750 31.9 54.7 △ 660 △ 2.8

内 科 ・ 消 化 器 科 2,141 8.8 16.7 2,548 10.5 18.0 △ 407 △ 1.7

歯 科 2,271 9.3 17.7 1,086 4.4 7.6 1,185 4.9

合　　　　　計 12,833 52.6 100 14,173 58.3 100 △ 1,340 △ 5.7

診 療 日 数 244 日 243 日 1 日
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　(2)　事業収入に関する事項

区　　　　　　　分

平 成 2 9 年 度 平 成 2 8 年 度

前年度対比

金　　　額 構成比率 金　　　額 構成比率

円 ％ 円 ％ ％

医　業　収　益 868,389,298 53.4 552,514,003 40.4 157.2

　入　院　収　益 743,488,165 45.7 404,922,791 29.6 183.6

　外　来　収　益 107,484,539 6.6 122,557,863 9.0 87.7

　その他医業収益 17,416,594 1.1 25,033,349 1.8 69.6

医 業 外 収 益 757,072,023 46.6 815,992,310 59.6 92.8

　受取利息配当金 1,203,648 0.1 2,033,847 0.1 59.2

　負担金交付金 721,414,062 44.4 778,081,895 56.8 92.7

　長期前受金戻入 16,919,648 1.0 17,390,576 1.3 97.3

　その他医業外収益 17,534,665 1.1 18,485,992 1.4 94.9

特　別　利　益 276,998 0.0 570,709 0.0 48.5

　過年度損益修正益 276,308 0.0 168,206 0.0 164.3

　貸倒引当金戻入 690 0.0 402,503 0.0 0.2

合　　　　　　　計 1,625,738,319 100 1,369,077,022 100 118.7
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　(3)　事業費に関する事項

区　　　　　　　分

平 成 2 9 年 度 平 成 2 8 年 度

前年度対比

金　　　額 構成比率 金　　　額 構成比率

円 ％ 円 ％ ％

医　業　費　用 1,538,646,184 94.7 1,494,378,314 95.5 103.0

　給　　与　　費 891,197,928 54.8 1,004,542,267 64.2 88.7

　材　　料　　費 68,257,442 4.2 75,845,755 4.8 90.0

　経　　　　　費 435,634,955 26.8 265,018,993 16.9 164.4

　減 価 償 却 費 139,942,338 8.6 143,608,087 9.2 97.4

　資 産 減 耗 費 1,025,711 0.1 1,471,462 0.1 69.7

　研 究 研 修 費 2,587,810 0.2 3,891,750 0.3 66.5

医 業 外 費 用 72,149,473 4.4 70,432,201 4.5 102.4

　支払利息及び企業債取扱諸費 40,695,620 2.5 44,172,368 2.8 92.1

　雑　　支　　出 31,453,853 1.9 26,259,833 1.7 119.8

特　別　損　失 14,942,662 0.9 49,434 0.0 30,227.5

　過年度損益修正損 101,711 0.0 49,434 0.0 205.8

　その他特別損失 14,840,951 0.9 ― ― 皆増

合　　　　　　　計 1,625,738,319 100 1,564,859,949 100 103.9
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４　会　　計

　(1)　重要契約の要旨

　　ア　委託契約（ 1,000 万円以上）

契　約　年　月　日 契　　約　　金　　額 契　　　　約　　　　件　　　　名 契　　約　　の　　相　　手　　方 備　　　　　　　　　　　　　　　考

平成 円

　　イ　賃貸借契約（ 100 万円以上）

契　約　年　月　日 契　　約　　金　　額 契　　　　約　　　　件　　　　名 契　　約　　の　　相　　手　　方 備　　　　　　　　　　　　　　　考

平成 円

29年５月31日 23,882,910 市川市保健医療福祉センター総合管理業務委託 株式会社　メイショウグループ

29年７月１日 36,594,101 市川市リハビリテーション病院等給食業務委託 富士産業株式会社

27年６月30日 22,032,000 市川市リハビリテーション病院医療事務業務委託 株式会社　ニチイ学館 長期継続契約

29年４月１日 31,510,452 市川市保健医療福祉センター内保育園運営業務委託 社会福祉法人　柏井福祉会

26年６月30日 11,825,187 市川市リハビリテーション病院等寝具及び白衣等賃貸借 株式会社　レンティ 長期継続契約

25年１月10日 1,359,750 調剤支援システム賃貸借 株式会社　JECC 長期継続契約
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契　約　年　月　日 契　　約　　金　　額 契　　　　約　　　　件　　　　名 契　　約　　の　　相　　手　　方 備　　　　　　　　　　　　　　　考

平成 円

契　約　年　月　日 契　　約　　金　　額 契　　　　約　　　　件　　　　名 契　　約　　の　　相　　手　　方 備　　　　　　　　　　　　　　　考

平成 円

29年５月31日 23,882,910 市川市保健医療福祉センター総合管理業務委託 株式会社　メイショウグループ

29年７月１日 36,594,101 市川市リハビリテーション病院等給食業務委託 富士産業株式会社

27年６月30日 22,032,000 市川市リハビリテーション病院医療事務業務委託 株式会社　ニチイ学館 長期継続契約

29年４月１日 31,510,452 市川市保健医療福祉センター内保育園運営業務委託 社会福祉法人　柏井福祉会

26年６月30日 11,825,187 市川市リハビリテーション病院等寝具及び白衣等賃貸借 株式会社　レンティ 長期継続契約

25年１月10日 1,359,750 調剤支援システム賃貸借 株式会社　JECC 長期継続契約
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　(2)　企業債及び一時借入金の概況

　　ア　企　業　債

項 目 金 額 備 考

円

前 年 度 末 残 高 1,804,030,780 

本 年 度 借 入 額 0 

本 年 度 償 還 高 152,220,814 

本 年 度 末 残 高 1,651,809,966 

　　イ　一時借入金

　　　　　な　　　　　し

　(3)　その他会計経理に関する重要事項

　　　　　な　　　　　し

５　そ　の　他

　(1)　一般会計負担金の使途について

　　ア　一般会計負担金 721,414,062 円については、

　　　①　保健衛生行政事務に要する経費として、課税仕入れに 109,179 円（特定収入）、課税仕入れ以外に

9,803,659 円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。

　　　②　医師及び看護師等の研究研修に要する経費として、課税仕入れに 2,751,388 円（特定収入）、課税

仕入れ以外に 40,200 円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。

　　　③　共済追加費用の負担に要する経費として、課税仕入れ以外に 10,703,952 円（特定収入以外）を充

当した。

　　　④　児童手当に要する経費として、課税仕入れ以外に 5,800,000 円（特定収入以外）を充当した。

　　　⑤　院内保育所の運営に要する経費として、課税仕入れ以外に 18,898,316 円（特定収入以外）を充当

した。

　　　⑥　企業債利息として、課税仕入れ以外に 29,578,624 円（特定収入以外）を充当した。

　　　⑦　基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費として、課税仕入れ以外に 17,953,494 円（特定収入

以外）を充当した。

　　　⑧　リハビリテーション医療の実施に関する経費等として、課税仕入れに 145,612,996 円（特定収入）、

課税仕入れ以外に 480,162,254 円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。
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平成 29 年度市川市病院事業キャッシュ・フロー計算書

（平成 29 年４月１日から平成 30 年３月 31 日まで）

(単位：円 )

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 0

減価償却費 139,942,338

固定資産除却損 574,360

貸倒引当金の減少額 △ 763,612

退職給付引当金の増加額 13,942,855

賞与引当金の減少額 △ 2,816,668

法定福利費引当金の減少額 △ 323,126

長期前受金戻入額 △ 16,919,648

受取利息及び配当金 △ 1,203,648

支払利息及び企業債取扱諸費 40,695,620

未収金の減少額 164,154,537

貯蔵品の増加額 △ 1,156,941

未払金の増加額 18,141,507

立替金の増加額 △ 823,197

小計 353,444,377

利息及び配当金の受取額 1,203,648

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 40,695,620

業務活動によるキャッシュ・フロー 313,952,405

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 64,929,360

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 64,929,360

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 152,220,814

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 152,220,814

　　資金増加額 96,802,231

　　資金期首残高 1,894,615,385

　　資金期末残高 1,991,417,616
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収　　益　　費　　用　　明　　細　　書

(1)　収　　益

款 項 目 節 金　　　　　　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　考

円
1.　病院事業収益 1,625,738,319 

1.　医 業 収 益 868,389,298 

1.　入 院 収 益 743,488,165 

入 院 収 益 743,488,165 

2.　外 来 収 益 107,484,539 

外 来 収 益 107,484,539 

3.　その他医業収益 17,416,594 

室料差額収益 6,671,250 

公衆衛生活動収益 7,360,288 

その他医業収益 3,385,056 

2.　医業外収益 757,072,023 

1.　受取利息配当金 1,203,648 

預 金 利 息 1,203,648 

2.　負担金交付金 721,414,062 

一般会計負担金 721,414,062 

3.　長期前受金戻入 16,919,648 

国庫補助金長期前受金戻入 16,769,734 

受贈財産評価額長期前受金戻入 149,914 

4.　その他医業外収益 17,534,665 

有価証券売却収益 0

その他医業外収益 17,534,665 

3.　特 別 利 益 276,998 

1.　過年度損益修正益 276,308 

過年度損益修正益 276,308 

2.　貸倒引当金戻入 690 

貸倒引当金戻入 690 
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款 項 目 節 金　　　　　　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　考

円
1.　病院事業収益 1,625,738,319 

1.　医 業 収 益 868,389,298 

1.　入 院 収 益 743,488,165 

入 院 収 益 743,488,165 

2.　外 来 収 益 107,484,539 

外 来 収 益 107,484,539 

3.　その他医業収益 17,416,594 

室料差額収益 6,671,250 

公衆衛生活動収益 7,360,288 

その他医業収益 3,385,056 

2.　医業外収益 757,072,023 

1.　受取利息配当金 1,203,648 

預 金 利 息 1,203,648 

2.　負担金交付金 721,414,062 

一般会計負担金 721,414,062 

3.　長期前受金戻入 16,919,648 

国庫補助金長期前受金戻入 16,769,734 

受贈財産評価額長期前受金戻入 149,914 

4.　その他医業外収益 17,534,665 

有価証券売却収益 0

その他医業外収益 17,534,665 

3.　特 別 利 益 276,998 

1.　過年度損益修正益 276,308 

過年度損益修正益 276,308 

2.　貸倒引当金戻入 690 

貸倒引当金戻入 690 
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(2)　費　　用

款 項 目 節 金　　　　　　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　考

円

1.　病院事業費用 1,625,738,319 

1.　医 業 費 用 1,538,646,184 

1.　給　与　費 891,197,928 予算額　 933,026 千円

給　　　料 365,030,245 

手　　　当 281,557,460 

賃　　　金 89,196,781 

法定福利費 116,347,954 

退職給付費 30,399,049 特別損失へ流用　 14,840,951 円

その他引当金繰入額 8,666,439 

2.　材　料　費 68,257,442 

薬　品　費 55,287,588 ○内服薬 35,580,932 円

○注射薬 11,374,521 円

○外用薬 8,033,480 円

○その他薬品費 298,655 円

診療材料費 11,192,462 ○Ｘ線撮影材料 118,475 円

○検査用試薬及び材料 6,196,676 円

○その他診療材料 4,877,311 円

医療消耗備品費 1,777,392 ○診察用器具 123,850 円

○病棟用器具 1,121,894 円

○その他医療消耗備品 531,648 円

3.　経　　　費 435,634,955 

報　償　費 17,954,200 

旅費交通費　 30,245 

消 耗 品 費 　 14,370,829 

消耗備品費 120,500 

光 熱 水 費 46,402,654 

燃　料　費 90,557 

食　糧　費 226,923 

印刷製本費 1,577,100 

修　繕　費 21,408,974 ○物品等修繕料 4,102,409 円

○施設修繕料 17,306,565 円

保　険　料 1,845,470 
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款 項 目 節 金　　　　　　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　考

円

1.　病院事業費用 1,625,738,319 

1.　医 業 費 用 1,538,646,184 

1.　給　与　費 891,197,928 予算額　 933,026 千円

給　　　料 365,030,245 

手　　　当 281,557,460 

賃　　　金 89,196,781 

法定福利費 116,347,954 

退職給付費 30,399,049 特別損失へ流用　 14,840,951 円

その他引当金繰入額 8,666,439 

2.　材　料　費 68,257,442 

薬　品　費 55,287,588 ○内服薬 35,580,932 円

○注射薬 11,374,521 円

○外用薬 8,033,480 円

○その他薬品費 298,655 円

診療材料費 11,192,462 ○Ｘ線撮影材料 118,475 円

○検査用試薬及び材料 6,196,676 円

○その他診療材料 4,877,311 円

医療消耗備品費 1,777,392 ○診察用器具 123,850 円

○病棟用器具 1,121,894 円

○その他医療消耗備品 531,648 円

3.　経　　　費 435,634,955 

報　償　費 17,954,200 

旅費交通費　 30,245 

消 耗 品 費 　 14,370,829 

消耗備品費 120,500 

光 熱 水 費 46,402,654 

燃　料　費 90,557 

食　糧　費 226,923 

印刷製本費 1,577,100 

修　繕　費 21,408,974 ○物品等修繕料 4,102,409 円

○施設修繕料 17,306,565 円

保　険　料 1,845,470 
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款 項 目 節 金　　　　　　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　考

円

広　告　料 0 

賃　借　料 12,498,168 ○寝具及び白衣等賃借料 10,949,254 円

○医療機器賃借料他 1,548,914 円

通信運搬費 1,184,906 

委　託　料 185,578,706 ○総合管理業務委託料 26,717,318 円

○給食業務委託料 38,543,092 円

○医療事務業務委託料 20,400,000 円

○警備等業務委託料 9,104,040 円

○院内保育園運営業務委託料 31,510,452 円

○物品管理業務委託料 5,577,000 円

○パーソナルコンピューター保守業務委託料他 53,726,804 円

諸　会　費 759,300 　

交　際　費 0 予算額　　　　24 千円 　

貸倒引当金繰入額 99,644 

負担金補助及び交付金 131,469,275 

雑　　　費 17,504 　

4.　減価償却費 139,942,338 　

建物減価償却費 93,336,033 

器械備品減価償却費 38,569,531 

車両減価償却費 213,209 

無形固定資産減価償却費 7,823,565 

5.　資産減耗費 1,025,711 

固定資産除却費 574,360 

たな卸資産減耗費 451,351 

6.　研究研修費 2,587,810 

謝　　　金 0 

図　書　費 1,154,754 

旅　　　費 500,833 

研 究 雑 費 932,223 
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款 項 目 節 金　　　　　　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　考

円

広　告　料 0 

賃　借　料 12,498,168 ○寝具及び白衣等賃借料 10,949,254 円

○医療機器賃借料他 1,548,914 円

通信運搬費 1,184,906 

委　託　料 185,578,706 ○総合管理業務委託料 26,717,318 円

○給食業務委託料 38,543,092 円

○医療事務業務委託料 20,400,000 円

○警備等業務委託料 9,104,040 円

○院内保育園運営業務委託料 31,510,452 円

○物品管理業務委託料 5,577,000 円

○パーソナルコンピューター保守業務委託料他 53,726,804 円

諸　会　費 759,300 　

交　際　費 0 予算額　　　　24 千円 　

貸倒引当金繰入額 99,644 

負担金補助及び交付金 131,469,275 

雑　　　費 17,504 　

4.　減価償却費 139,942,338 　

建物減価償却費 93,336,033 

器械備品減価償却費 38,569,531 

車両減価償却費 213,209 

無形固定資産減価償却費 7,823,565 

5.　資産減耗費 1,025,711 

固定資産除却費 574,360 

たな卸資産減耗費 451,351 

6.　研究研修費 2,587,810 

謝　　　金 0 

図　書　費 1,154,754 

旅　　　費 500,833 

研 究 雑 費 932,223 
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款 項 目 節 金　　　　　　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　考

円

2.　医業外費用 72,149,473 

1.　支払利息及び企業債
取扱諸費

40,695,620 

企業債利息 40,695,620 

2.　雑　支　出 31,453,853 

雑　支　出 31,453,853 

3.　特 別 損 失 14,942,662 

1.　過年度損益修正損 101,711 

過年度損益修正損 101,711 

2.　その他特別損失 14,840,951 

事業譲渡に伴う特別損失 14,840,951 医業費用から流用　 14,840,951 円
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款 項 目 節 金　　　　　　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　考

円

2.　医業外費用 72,149,473 

1.　支払利息及び企業債
取扱諸費

40,695,620 

企業債利息 40,695,620 

2.　雑　支　出 31,453,853 

雑　支　出 31,453,853 

3.　特 別 損 失 14,942,662 

1.　過年度損益修正損 101,711 

過年度損益修正損 101,711 

2.　その他特別損失 14,840,951 

事業譲渡に伴う特別損失 14,840,951 医業費用から流用　 14,840,951 円
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固　　定　　資　　産　　明　　細　　書

(1)　有形固定資産

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高
減 価 償 却 累 計 額

年度末償却未済高 備 考
当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 累 計

円 円 円 円 円 円 円 円

(2)　無形固定資産

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 当年度減価償却高 年 度 末 現 在 高 備 考

円 円 円 円 円

建　　　物 7,181,362,151 41,795,820 0 7,223,157,971 93,336,033 0 4,012,435,360 3,210,722,611

構　築　物 126,321,916 0 0 126,321,916 0 0 120,005,822 6,316,094

器 械 備 品 643,077,271 23,133,540 10,843,992 655,366,819 38,569,531 10,269,632 537,886,115 117,480,704

車　　　両 1,947,595 0 0 1,947,595 213,209 0 1,163,209 784,386

その他有形固定資産 80,477,520 0 0 80,477,520 0 0 0 80,477,520

計 8,033,186,453 64,929,360 10,843,992 8,087,271,821 132,118,773 10,269,632 4,671,490,506 3,415,781,315

電話加入権 673,322 0 0 0 673,322

その他無形固定資産 26,837,070 0 0 7,823,565 19,013,505

計 27,510,392 0 0 7,823,565 19,686,827
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資 産 の 種 類 年度当初現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高
減 価 償 却 累 計 額

年度末償却未済高 備 考
当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 累 計

円 円 円 円 円 円 円 円

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 当年度減価償却高 年 度 末 現 在 高 備 考

円 円 円 円 円

建　　　物 7,181,362,151 41,795,820 0 7,223,157,971 93,336,033 0 4,012,435,360 3,210,722,611

構　築　物 126,321,916 0 0 126,321,916 0 0 120,005,822 6,316,094

器 械 備 品 643,077,271 23,133,540 10,843,992 655,366,819 38,569,531 10,269,632 537,886,115 117,480,704

車　　　両 1,947,595 0 0 1,947,595 213,209 0 1,163,209 784,386

その他有形固定資産 80,477,520 0 0 80,477,520 0 0 0 80,477,520

計 8,033,186,453 64,929,360 10,843,992 8,087,271,821 132,118,773 10,269,632 4,671,490,506 3,415,781,315

電話加入権 673,322 0 0 0 673,322

その他無形固定資産 26,837,070 0 0 7,823,565 19,013,505

計 27,510,392 0 0 7,823,565 19,686,827
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企　　業　　債　　明　　細　　書

種 類 発行年月日 発 行 総 額

償 還 高

未償還残高 発 行 価 額 利 率 償 還 終 期

備 考

当 年 度

償 還 高

償 還 高

累 計
償還期間

左のうち

据置期間
借 入 先

平成 円 円 円 円 円 ％ 平成

リハビリテーション病院建設事業 ８年５月27日 295,800,000 13,148,202 173,016,514 122,783,486 295,800,000 3.4 38年３月25日 30年 ５年 財務省財政融資資金

リハビリテーション病院建設事業 ９年５月26日 591,800,000 25,141,003 333,761,122 258,038,878 591,800,000 2.6 39年３月25日 30年 ５年 財務省財政融資資金

看護師宿舎・院内保育所建設事業 ９年５月26日 177,600,000 7,544,849 100,162,176 77,437,824 177,600,000 2.6 39年３月25日 30年 ５年 財務省財政融資資金

リハビリテーション病院建設事業 10年３月25日 2,332,600,000 96,189,767 1,251,639,310 1,080,960,690 2,332,600,000 2.1 40年３月１日 30年 ５年 財務省財政融資資金

看護師宿舎・院内保育所建設事業 10年３月25日 142,300,000 5,868,046 76,356,116 65,943,884 142,300,000 2.1 40年３月１日 30年 ５年 財務省財政融資資金

訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 建 設 事 業 ８年５月27日 13,800,000 613,405 8,071,764 5,728,236 13,800,000 3.4 38年３月25日 30年 ５年 財務省財政融資資金

訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 建 設 事 業 ９年５月26日 15,600,000 662,724 8,798,030 6,801,970 15,600,000 2.6 39年３月25日 30年 ５年 財務省財政融資資金

訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 建 設 事 業 10年５月25日 74,100,000 3,052,818 39,985,002 34,114,998 74,100,000 2.0 40年３月25日 30年 ５年 財務省財政融資資金

計 3,643,600,000 152,220,814 1,991,790,034 1,651,809,966 3,643,600,000
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種 類 発行年月日 発 行 総 額

償 還 高

未償還残高 発 行 価 額 利 率 償 還 終 期

備 考

当 年 度

償 還 高

償 還 高

累 計
償還期間

左のうち

据置期間
借 入 先

平成 円 円 円 円 円 ％ 平成

リハビリテーション病院建設事業 ８年５月27日 295,800,000 13,148,202 173,016,514 122,783,486 295,800,000 3.4 38年３月25日 30年 ５年 財務省財政融資資金

リハビリテーション病院建設事業 ９年５月26日 591,800,000 25,141,003 333,761,122 258,038,878 591,800,000 2.6 39年３月25日 30年 ５年 財務省財政融資資金

看護師宿舎・院内保育所建設事業 ９年５月26日 177,600,000 7,544,849 100,162,176 77,437,824 177,600,000 2.6 39年３月25日 30年 ５年 財務省財政融資資金

リハビリテーション病院建設事業 10年３月25日 2,332,600,000 96,189,767 1,251,639,310 1,080,960,690 2,332,600,000 2.1 40年３月１日 30年 ５年 財務省財政融資資金

看護師宿舎・院内保育所建設事業 10年３月25日 142,300,000 5,868,046 76,356,116 65,943,884 142,300,000 2.1 40年３月１日 30年 ５年 財務省財政融資資金

訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 建 設 事 業 ８年５月27日 13,800,000 613,405 8,071,764 5,728,236 13,800,000 3.4 38年３月25日 30年 ５年 財務省財政融資資金

訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 建 設 事 業 ９年５月26日 15,600,000 662,724 8,798,030 6,801,970 15,600,000 2.6 39年３月25日 30年 ５年 財務省財政融資資金

訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 建 設 事 業 10年５月25日 74,100,000 3,052,818 39,985,002 34,114,998 74,100,000 2.0 40年３月25日 30年 ５年 財務省財政融資資金

計 3,643,600,000 152,220,814 1,991,790,034 1,651,809,966 3,643,600,000
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